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①法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数 備 考

国の機関合計 ３０５，９９７．０ ６，８６９．０ ２．２４ ０．０

行政機関合計 ２７７，７８２．５ ６，２１１．５ ２．２４ ０．０
内閣官房 ７３６．０ １６．０ ２．１７ ０．０
内閣法制局 ７２．０ １．０ １．３９ ０．０
内閣府 ２，３６６．０ ５０．０ ２．１１ ０．０
宮内庁 ８７２．０ ２２．０ ２．５２ ０．０

公正取引委員会 ７７９．０ １６．０ ２．０５ ０．０
警察庁 ２，０８８．０ ４３．０ ２．０６ ０．０
金融庁 １，５２３．５ ３２．５ ２．１３ ０．０
消費者庁 ２６２．０ ６．０ ２．２９ ０．０
総務省 ５，３１２．０ １２６．０ ２．３７ ０．０ 特例承認あり（注４）
法務省 ３１，８１２．０ ６７４．５ ２．１２ ０．０

公安調査庁 １，５１８．５ ３５．０ ２．３０ ０．０
外務省 ５，７６４．５ １４２．５ ２．４７ ０．０
財務省 １０，８１１．０ ２３０．５ ２．１３ ０．０
国税庁 ５８，５３２．０ １，２７６．０ ２．１８ ０．０

文部科学省 ２，１９２．０ ４９．０ ２．２４ ０．０ 特例承認あり（注４）
厚生労働省 ５２，１３４．５ １，２９６．５ ２．４９ ０．０
農林水産省 １７，６５３．０ ３９２．０ ２．２２ ０．０
林野庁 ４，９５３．０ １０５．０ ２．１２ ０．０
水産庁 ４８７．０ １４．０ ２．８７ ０．０

経済産業省 ５，５１１．０ １２８．５ ２．３３ ０．０ 特例承認あり（注４）
特許庁 ２，８１９．０ ６３．０ ２．２３ ０．０

国土交通省 ３９，１３２．０ ８２７．５ ２．１１ ０．０
観光庁 ９９．０ ３．０ ３．０３ ０．０
気象庁 ５，０６８．０ １０７．０ ２．１１ ０．０

海上保安庁 ７９．０ ３．０ ３．８０ ０．０
運輸安全委員会 １８５．０ ４．０ ２．１６ ０．０
環境省 １，２２０．０ ２７．０ ２．２１ ０．０
防衛省 ２１，８７１．０ ４７２．０ ２．１６ ０．０
人事院 ６３４．０ １８．０ ２．８４ ０．０

会計検査院 １，２９６．５ ３１．０ ２．３９ ０．０
立法機関合計 ３，５７５．０ ８１．５ ２．２８ ０．０
衆議院事務局 １，４３４．５ ３５．０ ２．４４ ０．０
衆議院法制局 ８０．５ ３．０ ３．７３ ０．０
参議院事務局 １，０９９．０ ２３．５ ２．１４ ０．０
参議院法制局 ７１．０ １．０ １．４１ ０．０
国立国会図書館 ８９０．０ １９．０ ２．１３ ０．０

■図表１―５７―２ 国の機関ごとの障害者の在籍状況
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111資料：厚生労働省

省庁 外局等
総務省 消防庁
文部科学省 文化庁
経済産業省 中小企業庁 資源エネルギー庁 原子力安全・保安院

①法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数 備 考

司法機関合計 ２４，６３９．５ ５７６．０ ２．３４ ０．０
最高裁判所 １，０２１．０ ２２．０ ２．１５ ０．０
高等裁判所 １，７１０．０ ４０．０ ２．３４ ０．０
地方裁判所 １６，９３７．５ ３９９．０ ２．３６ ０．０
家庭裁判所 ４，９７１．０ １１５．０ ２．３１ ０．０

注１ ①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数
（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

２ ②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外
の重度身体障害者及び重度知的障害者については、法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウント
を行い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間勤務職員については、法律上、
１人を０．５人に相当するものとして０．５カウントとしている。

３ ④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害
者の数を減じて得た数であり、これが０．０となることをもって法定雇用率達成となる。
したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が０．０となることがあり、この場合、法定雇用
率達成となる。

４ 注４の省庁は、特例承認を受けている。
特例承認とは、省庁及び当該省庁におかれる外局の申請に基づき、厚生労働大臣の承認を受けた場合に、当該
省庁におかれる外局に勤務する職員を当該省庁に勤務する職員とみなすものである。
特例承認一覧

■図表１―５８ 障害者雇用納付金制度の概要
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事項 内容

機械等の割増償却措置
（法人税、所得税）

障害者を雇用し、次のいずれかの要件を満たす場合、その事業年度又
はその前５年以内に開始した各事業年度において取得、製作、建設し
た機械装置等について、普通償却限度額の２４％（工場用建物等につい
ては３２％）の割増償却ができる。
①障害者雇用割合が５０％以上
②雇用障害者数が２０人以上であり、かつ、障害者雇用割合が２５％以上
③次の要件の全てを満たしていること
イ 基準雇用障害者数が２０人以上であり、かつ重度障害者割合が

５０％以上
ロ 事業年度終了の日における雇用障害者数が法定雇用障害者数以

上

障害者の「働く場」への
発注促進税制
（法人税、所得税）

法人が特例子会社や重度障害者多数雇用事業所、就労継続支援事業所
等の障害者就労支援事業所に対する発注額を前年度より増加させた場
合、当該発注額の増加額を限度として企業が有する減価償却資産（そ
の事業年度を含む３年以内に取得した資産）について、普通償却限度
額の３０％の割増償却ができる。

助成金に係る課税の特例
措置
（法人税、所得税）

障害者雇用納付金制度に基づく助成金については、助成金のうち固定
資産の取得又は改良に充てた部分の金額に相当する金額の範囲内で、
圧縮記帳による損金算入（法人税）又は総収入金額不算入（所得税）
とすることができる。

事業所税の軽減措置 事業所税の従業者割については、課税標準としての従業者給与総額か
ら障害者の給与分を控除し、また、障害者を１０人以上雇用し、かつ、
その雇用割合が５０％以上である事業所であって、重度障害者多数雇用
事業所施設設置等助成金の支給に係る施設又は設備に係るものについ
ては、事業所税の資産割に係る課税標準の算定につき、当該事業所床
面積の２分の１を控除するものとする。

不動産取得税の軽減措置 障害者を２０人以上雇用し、かつ、その雇用割合が５０％以上の事業所の
事業主が、重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金を受けて事業
用施設（作業の用に供するものに限る）を取得した場合において、そ
の者が当該施設の取得の日から引き続き３年以上当該施設を当該事業
所の事業の用に供したときは、当該施設の取得に対して課する不動産
取得税については当該税額から価格の１０分の１に相当する額に税率を
乗じて得た額を減額するものとする。

固定資産税の軽減措置 障害者を２０人以上雇用し、かつ、その雇用割合が５０％以上の事業所の
事業主が、重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金を受けて取得
した事業用の家屋（作業の用に供するもののうち、障害者の雇用割合
に応じた部分に限る）に対して課する固定資産税の課税標準は、取得
後５年間に限り、当該家屋の課税標準となるべき価格の６分の１を減
額した額とする。

■図表１―５９ 障害者雇用に係る税制上の特例措置 （平成２４年４月１日現在）

資料：厚生労働省
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①新規求職申込件数 ②有効求職者数 ③就職件数 ④就職率（③／①）
前年度比 前年度比 前年度比 前年度差

平成１４年度 ８５，９９６ ２．９ １５５，１８０ ７．９ ２８，３５４ ４．７ ３３．０ ０．６
１５年度 ８８，２７２ ２．６ １５３，５４４ △１．１ ３２，８８５ １６．０ ３７．３ ４．３
１６年度 ９３，１８２ ５．６ １５３，９８４ ０．３ ３５，８７１ ９．１ ３８．５ １．２
１７年度 ９７，６２６ ４．８ １４６，６７９ △４．７ ３８，８８２ ８．４ ３９．８ １．３
１８年度 １０３，６３７ ６．２ １５１，８９７ ３．６ ４３，９８７ １３．１ ４２．４ ２．６
１９年度 １０７，９０６ ４．１ １４０，７９１ △７．３ ４５，５６５ ３．６ ４２．２ △０．２
２０年度 １１９，７６５ １１．０ １４３，５３３ １．９ ４４，４６３ △２．４ ３７．１ △５．１
２１年度 １２５，８８８ ５．１ １５７，８９２ １０．０ ４５，２５７ １．８ ３６．０ △１．１
２２年度 １３２，７３４ ５．４ １６９，１１６ ７．１ ５２，９３１ １７．０ ３９．９ ３．９
２３年度 １４８，３５８ １１．８ １８２，５３５ ７．９ ５９，３６７ １２．２ ４０．０ ０．１

新規求職申込件数 就職件数

合計

身体障害者 知的障害者 精
神
障
害
者

そ
の
他

合計

身体障害者 知的障害者 精
神
障
害
者

そ
の
他

う
ち
重
度

う
ち
重
度

う
ち
重
度

う
ち
重
度

１４８，３５８ ６７，３７９ ２７，４７８ ２７，７４８ ４，８５６ ４８，７７７ ４，４５４ ５９，３６７ ２４，８６４ ９，６７８ １４，３２７ ３，５４７ １８，８４５ １，３３１

■図表１―６０ ハローワークにおける障害者の職業紹介状況

資料：厚生労働省

■図表１―６１ ハローワークにおける障害者の職業紹介件数（平成２３年度）

注：ハローワークに初めて求職の申込みをした者。ただし、求職申込みの有効期間を経過した後に申
込みをした者、雇用保険受給者であって受給公共職業安定所を変更した者等を含む。

資料：厚生労働省


